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テレワークが日本人勤労者の身体組成，身体機能
および身体症状に及ぼす作用

－�Journal of Occupational and Environmental Medicine に 
掲載された英語論文の日本語による二次出版－

渡邊裕也 1 , 2 ），野田隆行 1 ），吉葉かおり 1 ），菊池宏幸 3 ），町田征己 3 ），
奈良香菜子 3 ），福西厚子 3 ），中西 久 4 ），井上 茂 3 ），甲斐裕子 1 ）

SUMMARY

　目的：本研究では，日本人オフィスワーカーを対象として，テレワーク頻度と身体組成，身体機能，お
よび身体症状との関連を検討した。
　方法：本横断研究には東京都内のオフィスワーカー93名が参加した。テレワーク頻度は「テレワークな
し」「週 1 日以下」「週 2 ～ 3 日」「週 4 日以上」の 4 群に分類した。身体機能の評価には30秒椅子立ち上が
りテストを用いた。身体組成は生体電気インピーダンス法により測定した。身体症状は日本語版 Somatic 
Symptom Scale- 8（SSS- 8 ）を用いて評価した。
　結果：テレワーク頻度が高いほど，30秒椅子立ち上がりテストの成績が低い傾向が示された（P for 
trend = 0.048）。一方，骨格筋量および体脂肪率については有意な傾向は認められなかった。重度の身体
症状（SSS- 8 スコア ≧ 16点）の割合は，テレワーク頻度の高い群で有意に高かった（P < 0.05）。
　結論：本研究の結果は，テレワークに伴うオフィスワーカーの身体機能低下を軽減するための介入の必
要性を強調するものである。
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LEARNING OUTCOMES
・日本人オフィスワーカーにおけるテレワーク頻度と身体組成，身体機能，筋骨格系症状との関連性を明

らかにすること
・テレワーク増加に伴う潜在的な健康リスク（身体機能の低下や筋骨格系症状の増加など）を特定すること
・テレワークが労働者の身体的健康に及ぼす悪影響を軽減する職場健康管理戦略の策定に役立つ知見を提

供すること
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緒　言

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界
的な蔓延に伴い，テレワーク（リモートワーク）は
急速に拡大し，現代の働き方の不可欠な一部と
なっている1,2）。当初は感染拡大を抑制するため
の予防措置として導入されたテレワークは，従業
員と組織の両方にとっての利点が認識されている
ことから，パンデミック後も継続している。テレ
ワークは業務効率を高め，ワークライフバランス
を改善できるため，長期的に実行可能な働き方で
あることが複数の研究で報告されている3-5）。日
本では，パンデミックの発生以来，テレワークの
普及率が大幅に増加している。国土交通省が実施
した最近の調査によると，週に少なくとも 1回テ
レワークを行う就業者の割合は2020年以降上昇を
続け，2023年には70％を超えている6）。しかし最
近では，多くの企業が従業員に職場への復帰を求
めており，ハイブリッド勤務への緩やかな移行を
示している。テレワークがより一般的になるにつ
れて，健康とウェルビーイングに対する長期的な
影響を理解することがますます重要になっている。
日本の状況に加え，近年の世界的な動向では，ポ
ストコロナ時代における持続可能な働き方の中心
的な要素として，職場における健康増進と従業員
のウェルビーイングが重視されている。最近の研
究では，変化する働き方への従業員の適応を支援
するため，健康とウェルビーイングの管理を組織
戦略に統合することの重要性が強調されている7）。
　テレワークにはさまざまな利点がある一方で，
身体活動の減少や座位行動の増加といった懸念も
生じている。テレワークでは通勤の必要性がなく
なるため，日常的な身体活動の機会が減少する。
Fukushimaら8）は，テレワークによって仕事中の
身体活動が減少し，座位時間が増加することを報
告している。21編の研究を系統的にレビューした
報告では，2020年に在宅勤務に移行したことで，
座位時間が16％増加し，低強度活動（－26％）およ
び中高強度活動（－20％）の減少を含めて全体的に
身体活動が17％減少したことが明らかになってい

る9）。同様に，日本の研究では，テレワーカーは
オフィスワーカーよりも 1日の歩数が著しく少な
く，座位時間が長いことが報告されている。Ki-

tanoら10）は，週 5日以上テレワークする就業者の
歩数は，テレワークしない者の半分以下で， 1日
平均70分多く座っていることを報告した。同様に，
日本人オフィスワーカーを対象とした個人内デザ
インを用いた最近の研究では，テレワーク日の歩
数がオフィス勤務日と比較して59.2％減少してお
り，若い従業員ほど身体活動の減少が顕著である
ことが示された11）。これらの結果は，テレワーク
が長時間の座位行動を助長し，それが時間の経過
とともに筋力低下や身体機能の低下につながる可
能性を示唆している。身体機能は，継続的な活動
がなければ低下することが知られており，これは
可逆性の原理で説明される。つまり，トレーニン
グを中止すると運動の効果は徐々に減少する。テ
レワークによる身体活動の長期的な減少は，筋骨
格系の減弱，ならびに体重増加や身体組成の変化
に伴う生活習慣病のリスク増加につながる可能性
がある12）。
　身体活動の低下に加えて，在宅勤務環境は身体
的な不調につながる可能性がある。多くのテレ
ワーカーは，ダイニングテーブル，キッチンチェ
ア，ソファなどの不適切な作業環境を利用してお
り，画面に向かって猫背になる，首を前に突き出
すなど，不良姿勢を助長している。姿勢の問題は，
特に首，背中，腰の筋骨格系の痛みの増加率と関
連づけられている13）。ある横断研究では，テレ
ワーカーの41.2％が腰痛を経験し，首の痛みがあ
る人の50％と腰痛がある人の47.6％がテレワーク
への移行後に症状が悪化したと報告している14）。
更に，室内環境（温度）の不備，休憩機会の不足，
集中力の低下など，テレワーク環境の不備は，身
体的な不快感の増加と関連している8）。長時間の
座位行動と人間工学的に最適ではない条件が組み
合わさると，特に脊椎，股関節，膝の関節痛や筋
骨格の不快感の一因となる可能性がある。これら
の懸念は，テレワークが身体症状，特に関節痛や
筋骨格系の不快感に及ぼす影響を調査する必要性
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を強調している。そこで本研究では，日本のオ
フィスワーカーを対象に，テレワークの頻度が身
体組成，身体機能，および身体症状に及ぼす影響
を調査することを目的とした。本研究の結果は，
将来のテレワーク環境の改善や健康管理のための
戦略の策定に貴重な知見を提供することが期待さ
れる。

方　法

Ａ．対象者

　本研究の対象者は，日本の首都圏に位置する民
間建設系企業の社内広報を通じて募集された。当
該企業は，日常的な健康管理活動の一環として従
業員に本研究への参加（任意）を呼びかけ，2023年
2月に測定を実施した。対象者は全員，主として
デスクワークに従事していた。本研究は，健康管
理を目的として収集されたアンケート回答および
身体測定値など，企業から提供されたデータを用
いて実施した。そのため，個別の書面による同意
書は取得しなかった。代わりに，対象者には参加
を辞退する機会を保障した。本研究は，東京医科
大学医学倫理委員会の承認を得た後に実施した
（承認番号：T2022-0005）。
Ｂ．研究手順

　測定会場では，対象者に各自のスマートフォン
で QRコードをスキャンして回答する Webベー
スのアンケート調査を実施した。端末を持参して
いない者には，研究スタッフがタブレット端末を
提供し，回答を依頼した。
　テレワークの頻度は，回答の信頼性および集団
間の比較可能性を高めるため，職域における健康
関連の先行研究15）と同様に 7段階の順序尺度を用
いて評価した。対象者は，「全くない」「月に 1

回」「月に 2 ～ 3 回」「週に 1 回」「週に 2 ～ 3

回」「週に 4～ 5回」「ほぼ毎日（週 6～ 7回）」の
7つの選択肢から 1つを選択した。その後，対象
者を後述する 4つの群に分類した。身体組成，身
体機能，および身体症状は，先行研究14-17）で用い
られた方法により評価した。これらの変数におけ
る差異は，テレワーク頻度に基づく群間比較によ

り検討された。
Ｃ．測定項目

　 1．身体組成
　身体組成の評価には，多周波身体組成計（MC 

780A-N，株式会社タニタ，東京）を使用した。こ
の装置は生体電気インピーダンスを測定し， 3種
類の周波数（ 5，50，250 kHz）を用いて，高精度
で全身および体節別の身体組成データを提供す
る16）。また，体重，骨格筋量，体脂肪率も測定し
た。骨格筋量は，装置に組み込まれた推定式を用
いて算出した。body mass index（BMI）は，体重
（kg）を自己申告による身長（m）の 2乗で除して求
めた。
　 2．身体機能
　下肢身体機能の評価には，30秒間の椅子立ち上
がりテストを実施した17,18）。このテストは，健康
運動指導士の監督下で実施した（図 1）。対象者に
は，固いパッド入りの肘掛けのない椅子から，で
きるだけ素早く立ち上がり，座るように指示され
た。テスト中は，両腕を胸の前で組むように指示
された。研究スタッフは，30秒以内に完了した動
作の回数を測定した。安定性を確保するため，椅
子の背もたれは壁に立てかけるか，研究スタッフ
が支えた。
　 3．身体症状
　身体症状は，日本語版 Somatic Symptom Scale-8

（SSS-8）を用いた Web ベースの質問票で評価し
た19）。SSS-8は，（1）胃腸の不調，（2）背中または
腰の痛み，（3）腕，脚または関節の痛み，（4）頭痛，
（5）胸の痛みまたは息切れ，（6）めまい，（7）疲労
感または倦怠感，（8）睡眠障害の 8問で構成され
る。
　本研究では，SSS-8の各項目のスコアおよび合
計スコアを算出した。合計スコアは，なし～軽微
（ 0～ 3点），軽度（ 4～ 7点），中等度（ 8～11点），
重度（12～15点），非常に重度（16点以上）の 5段階
の重症度レベルに分類された19）。各カテゴリーの
対象者数および割合を算出した。
Ｄ．共変量

　本解析では，性別，年齢，BMIを共変量とし
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て含めた。性別と年齢は，Webベースのアンケー
トで取得した。BMIは，測定体重および自己申
告による身長から算出した。
Ｅ．統計解析

　各測定から得られたデータは平均値 ± 標準偏
差で示した。群間（テレワーク頻度に基づく 4

群）の差は，一元配置分散分析（ANOVA）を用いて
解析した。有意差が認められた場合，Bonferroni

補正を適用した。更に，各群における男女比およ
び SSS-8のカットオフ値を超える者の割合をカイ
二乗検定により検討した。
　テレワーク頻度，身体組成，および身体機能に
おけるトレンドを統計的に評価するため，重回帰
分析を実施した。本研究では，テレワーク頻度と
30秒椅子立ち上がりテストとの関連を検討するた
めに，性別，年齢，および BMIを共変量として
含めた。同様に，テレワーク頻度と身体組成指標
（骨格筋量および体脂肪率）との関連を分析するた
めに，性別および年齢を調整した。すべての統計
解析は SPSS（version26.0，IBM Japan，東京）を用
いて実施し，P < 0.05を統計的有意とした。

結　果

　本研究には93名のオフィスワーカーが参加した。
対象者の平均年齢は39.9 ± 10.8歳で，年齢範囲は
22歳から65歳であった。対象者はテレワークの頻
度に基づいて 4群に分類された。テレワークなし

群（n = 12），週 1日以下のテレワーク群（n = 17），
週 2～ 3日のテレワーク群（n = 43），週 4日以上
のテレワーク群（n = 21）であった。各群の身体的
特徴は表 1に示した。
　各群の身体的特徴を比較した結果，テレワーク
頻度の高い群では女性の割合が有意に高かった
（P < 0.05）。一元配置分散分析の結果，身長，体
重，骨格筋量，および椅子立ち上がり回数におい
て，群間に有意差が認められた（いずれも P < 

0.05）。事後検定の結果，身長，体重，骨格筋量は，
週 1日以下の群が週 4日以上の群よりも有意に高
く（いずれも P < 0.05），椅子立ち上がり回数は，
テレワークなし群が週 4日以上の群よりも有意に
高かった（P < 0.05）。その他の群間には有意差は
認められなかった。
　性別，年齢，BMIで調整後， 4 つの群間で椅
子立ち上がり回数に有意な傾向が認められた（P 

for trend = 0.048，図 2 A）。調整後の平均椅子立ち
上がり回数は，テレワークなし群で30.0回，週 1

日以下群で26.9回，週 2～ 3日群で27.8回，週 4

日以上群で25.7回であった。一方，性別と年齢で
調整した後，骨格筋量（図 2 B）または体脂肪率（図
2 C）には有意な傾向は認められなかった。
　SSS-8の結果は表 2 に示した。各群の平均
SSS-8合計スコアは，テレワークなし群で6.3 ± 3.4

点，週 1日以下群で5.0 ± 3.8点，週 2～ 3日群で
6.7 ± 4.6点，週 4日以上群で8.8 ± 7.7点であった。

図 1．30秒椅子立ち上がりテストの測定手順
対象者は，両腕を胸の前で組み，足を肩幅程度に開いて立つように指示された。座った状態で臀部が椅子に接し，立った状
態で膝と股関節が完全に伸展した場合にのみ，1回の動作として計測した。指示を受け，動作を練習した後，対象者は30秒
間のテストを 1回実施した。
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一元配置分散分析の結果，各項目および合計スコ
アのいずれにおいても群間に有意差は認められな
かった。カットオフ値である 4点， 8点，12点，

16点を超えた対象者の割合を算出した。テレワー
ク頻度が高いほど，これらのカットオフ値を超え
た対象者の割合が高くなった。カイ二乗検定では，
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表 1．テレワーク頻度別の対象者の特性

項目
テレワーク頻度

P値
なし 週 1日以下 週 2～ 3日 週 4日以上

女性数（％） 3（25.0%） 4（23.5%） 18（41.9%） 13（61.9%） 0.043

年齢（歳）  41.5 ± 10.4  39.7 ± 11.9  38.3 ± 10.3  42.9 ± 11.4 0.501

身長（cm） 167.5 ± 9.7 171.3 ± 7.2 167.5 ± 8.7 162.5 ± 8.8 0.038

体重（kg）  64.3 ± 15.2  71.3 ± 13.8  64.6 ± 12.0  57.8 ± 13.8 0.040

BMI（kg/m²）  22.6 ± 3.4  24.1 ± 3.1  22.8 ± 2.9  21.6 ± 3.3 0.154

椅子立ち上がりテスト（回）  30.5 ± 3.9  27.3 ± 4.2  27.8 ± 4.8  25.3 ± 4.1 0.033

骨格筋量（kg）  46.9 ± 9.7  50.9 ± 9.3  46.1 ± 9.2  40.2 ± 9.4 0.015

体脂肪率（％）  22.3 ± 5.7  24.5 ± 4.4  24.5 ± 5.7  26.3 ± 6.8 0.359

BMI: body mass index.

図 2 .テレワーク頻度と身体機能および身体組成との関連
（A）テレワーク頻度別の椅子立ち上がり回数。（B）テレワーク頻度別の骨格筋量。（C）テレワーク頻度別の体脂肪率。テレ
ワーク頻度を連続変数として扱い，多重線形回帰モデルを用いて，群間の線形傾向を評価した。椅子立ち上がり回数のモデ
ルは性別，年齢，BMIで調整し，骨格筋量および体脂肪率のモデルは性別ならびに年齢で調整した。誤差範囲は標準誤差
を示した。各パネルについて P for trendを示した。
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テレワーク頻度に基づく群間で16点以上の対象者
の割合に有意差が認められた（P < 0.05）。一方，
4点， 8点，12点の閾値を超える対象者の割合も
テレワーク頻度が高い群で高かったが，統計的に
有意ではなかった。

考　察

　この研究では，オフィスワーカーのテレワーク
頻度と身体組成，身体機能，身体症状との関連性
を調査した。対象者はテレワーク頻度に応じて 4

つの群に分類され、分析の結果， 3つの重要な知
見が得られた。テレワーク頻度が高いほど椅子立
ち上がり回数が少なく，身体機能の低下が示され
た（表 1）。この傾向は，性別，年齢，BMI で調
整した後も有意であった（P for trend = 0.048，図
2 A）。身体組成に関しては，一元配置分散分析
により，群間で骨格筋量に有意差が認められ，テ
レワーク頻度が高いほど低い値が観察された。し
かし，性別と年齢で調整すると，この関連性は有
意ではなくなった（図 2 B）。調整後には有意な関
連性は観察されなかったが，職務内容の違いが筋
骨格系の指標に影響を及ぼす可能性がある。例え
ば，Hanvoravongchaiら20）は，身体的負荷の高い
業務に従事する労働者の身体能力が高いことを報
告している。対照的に，体脂肪率は調整前後いず

れにおいても群間で有意差は認められなかった
（図 2 C）。身体症状に関しては，テレワーク頻度
が高い者ほど SSS-8の合計スコアが高かった。カ
イ二乗検定では，16点以上の対象者割合に有意差
が認められた（P = 0.012，表 2）。これらの結果は，
テレワーク頻度が高い人は身体能力が低下し，身
体症状がより強い可能性があることを示唆してい
る。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパン
デミックを受け，テレワークは多くの企業の日常
業務に重要な要素となっている。日本政府が実施
した最近の調査によると，週に少なくとも 1回テ
レワークを行う労働者の割合は2020年以降増加し
ており，2023年には70％を超えている6）。本研究
において最も多かったテレワーク頻度は週 2～ 3

日で，43名（46.2％）が該当した。これは，本研究
対象のテレワークパターンがより広範な労働者層
を一定程度反映している可能性がある。したがっ
て，本研究の結果は日本全国の多くの企業のオ
フィスワーカーに一定の一般化可能性を有すると
考えられる。
　この研究では，性別，年齢，BMIを調整した
後の椅子立ち上がり回数の調整平均値は、テレ
ワークなし群で30.0回、週 4日以上群で25.7回で
あった。この結果は，テレワークの頻度が高いほ

表 2．テレワーク頻度別の SSS-8の結果

項目
テレワーク頻度

P値
なし 週 1日以下 週 2～ 3日 週 4日以上

胃腸の不調（点） 0.6 ± 1.0 0.9 ± 1.2 0.9 ± 1.1 1.0 ± 1.1 0.761

背中または腰の痛み（点） 1.0 ± 1.0 0.9 ± 0.9 1.4 ± 1.3 1.6 ± 1.6 0.234

腕，脚または関節の痛み（点） 0.7 ± 0.8 0.6 ± 1.1 0.5 ± 0.8 0.8 ± 1.1 0.828

頭痛（点） 0.8 ± 1.0 0.9 ± 1.0 1.1 ± 1.2 1.5 ± 1.5 0.327

胸の痛みまたは息切れ（点） 0.5 ± 0.7 0.1 ± 0.3 0.4 ± 0.7 0.5 ± 0.8 0.320

めまい（点） 0.3 ± 0.5 0.2 ± 0.6 0.4 ± 0.8 0.8 ± 1.2 0.167

疲労感または倦怠感（点） 1.2 ± 1.1 0.8 ± 1.1 1.1 ± 0.9 1.5 ± 1.4 0.324

睡眠障害（点） 1.3 ± 1.5 0.5 ± 0.9 0.8 ± 1.1 1.1 ± 1.3 0.218

合計点（点） 6.3 ± 3.4 5.0 ± 3.8 6.7 ± 4.6 8.8 ± 7.7 0.174

4点以上該当者〔数（%）〕 10（10.8%） 10（10.8%） 33（35.5%） 13（14.0%） 0.303

8点以上該当者〔数（%）〕  4（4.3%）  3（3.2%） 15（16.1%） 10（10.8%） 0.290

12点以上該当者〔数（%）〕  1（1.1%）  1（1.1%）  6（6.5%）  7（7.5%） 0.086

16点以上該当者〔数（%）〕  0（0.0%）  0（0.0%）  2（2.2%）  5（5.4%） 0.012
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ど椅子立ち上がり回数が有意に少ないことを示し
ている。テレワークなし群とテレワーク頻度が最
も高い群の間には4.3回の違いがみられた（図 2 A）。
我々の知る限り，これはテレワークの頻度に応じ
てオフィスワーカーの身体機能に有意な差がある
ことを示した最初の研究である。性別と年齢ごと
に30秒椅子立ち上がりテストの基準値を設定した
先行研究では，「平均」に分類される回数は10年ご
とに 0～ 4回減少すると報告されている21）。特に，
60歳以上の者では減少がより顕著になる。これら
を踏まえると，テレワーク頻度による椅子立ち上
がりテストの4.3回の差は，通常約10年間の加齢
で観察される差と同程度であった。つまり，テレ
ワーク頻度が高い者は，低い者に比べて約10年の
加齢に伴う変化と同程度の身体機能の低下に相当
する可能性が示唆される。テレワーク頻度が高い
者の身体機能の低下は，身体活動レベルの低下と
関連している可能性がある。テレワーク頻度が増
加すると，通勤の必要性が減り，身体活動レベル
が低下するとともに座位時間が長くなる。更に，
テレワークの導入以来，通勤経路周辺での食料品
や日用品の購入頻度が減少し，自宅周辺やオンラ
インでの買い物が増加したという報告がある6）。
先行研究では，週 5日以上テレワークする労働者
は，テレワークをしない労働者に比べて， 1日当
たりの身体活動量が約70分少なく，歩数も約4000

歩少ないことが示されている10,11）。この身体活動
レベルの低下は，テレワーク頻度が高い者ほど椅
子から立ち上がる回数が少ないことと関連してい
る可能性がある。テレワークは多くの企業で日常
的な働き方になっているため，特に定期的な運動
習慣のない労働者に対して，運動時間を確保し，
健康的な生活習慣を促進するためのサポートを提
供することが重要である。
　本研究では，一元配置分散分析の結果，テレ
ワーク頻度が高い群では骨格筋量が低いことが示
されたが，体脂肪率には有意差は認められなかっ
た。一方，性別と年齢で調整したところ，骨格筋
量（図 2 B）と体脂肪率（図 2 C）のいずれにも有意
な傾向は確認されなかった。これは，テレワーク

頻度が低い群で男性の割合が高く，男性は一般的
に骨格筋量が多いことが要因と考えられる。これ
らの結果は，テレワーク頻度が身体組成に大きな
影響を与えない可能性を示唆している。
　前述のように，テレワーク頻度が高いほど身体
活動レベルが低下し，特に 1日の歩数が減り，座
位時間が長くなる8,10,11,22）。本研究では，テレワー
ク頻度と身体組成との間に有意な関連が認められ
なかった。これには，サンプルサイズが限られて
いたことが影響した可能性がある。しかし，長期
にわたるテレワークは徐々に骨格筋量を減少させ，
体脂肪を増加させる可能性があるため，身体組成
への長期的な影響は否定できない。テレワークは，
業務効率の向上とワークライフバランスの改善に
効果があると報告されており3-5），標準的な働き
方になりつつある。しかし，ロコモティブシンド
ロームやメタボリックシンドロームの発症など，
健康への潜在的な影響に留意する必要がある。し
たがって，これらの健康リスクを軽減するために
は，労働者の意識向上を図ることが重要である。
　身体症状は SSS-8を用いて評価，分析した。腰
痛や腕，脚，関節の痛みなどの個々の症状のスコ
アについては，群間の有意差は認められなかった。
しかし，対象者を SSS-8の合計スコアに基づいて
分類すると， 4点以上， 8点以上，12点以上，16

点以上に該当した者の割合はテレワークの頻度と
ともに増加し，特に16点以上では有意差が認めら
れた（表 2）。最近の系統的レビューでは，テレ
ワーク環境でより多くみられる長時間の座位行動
が，特に腰および首の筋骨格系不快感や慢性的な
痛みと関連していることが示されている13）。この
リスクは，設備が不十分なテレワーク環境でよく
みられる不適切な姿勢によって更に悪化する23）。
更に，テレワークでは，十分な姿勢支持を備えて
いない家庭用の机や椅子で作業する場合が多く，
人間工学的調整が不十分となりやすい24,25）。作業
スペースの制約や環境条件の不備，人間工学的サ
ポートの欠如といったテレワーク環境の問題は，
身体症状の増加と有意に関連している15,26）。長時
間の座位行動，不十分な身体活動，仕事関連のス

〔二次出版〕�テレワークが日本人勤労者の身体組成，身体機能および身体症状に及ぼす作用
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トレスと相まって，これらの要因はテレワーカー
の身体的負担を更に悪化させる可能性がある。以
上の知見は，テレワーク環境における姿勢関連の
筋骨格症状を軽減するために，適切な人間工学的
調整と動作戦略が重要であることを示している。
連続的な SSS-8スコアとカテゴリー別のグループ
差との乖離は，症状発現の閾値効果によって説明
できる可能性がある。先行研究によると，筋骨格
系の不快感やその他の身体症状は直線的に増加す
るのではなく，ある一定の重症度閾値を超えると
症状が増悪する可能性がある27）。このパターンは，
スコア分布全体ではなく，最も重症度の高いカテ
ゴリー（SSS-8スコア ≧ 16）でのみ有意差が観察
された理由を説明し得る。
　テレワークは，仕事の効率とワークライフバラ
ンスの向上という利点から，標準的な働き方とし
て広く採用されており3-5），健康への影響に適切
に対処することが重要である。特に，テレワー
カーの人間工学的条件を改善し，身体活動を促進
する取り組みは，筋骨格系および代謝性疾患のリ
スクを軽減するのに役立つ可能性がある。テレ
ワークに関連する健康への悪影響を防ぐための特
定の介入の効果を調査するには，更なる研究が必
要である。テレワークは現在，世界中の多くの職
場で新しい生活様式の一部と考えられている。最
近の職場のリーダーシップに関する世界的な調査
では，ポストコロナ時代に健康とウェルビーイン
グ戦略を組織の実践に統合することの重要性が強
調された28）。これらの知見に沿って，職場の健康
増進は，従業員の身体的健康と全体的なウェル
ビーイングをサポートするために，管理方針（例：
経営陣のサポート，柔軟なスケジュール，人間工
学的作業環境）と実践的イニシアチブ（例：勤務時
間中の身体活動の機会）の両方を含む必要がある。
　本研究にはいくつかの限界があった。第一に，
本研究は横断研究であったため，因果関係を確立
することはできず，逆の因果関係を排除すること
もできなかった。第二に，参加は任意であったた
め，自己選択バイアスが生じた可能性があり，結
果の一般化可能性が制限されるおそれがある。第

三に，本研究は単一企業内で実施され，女性の割
合が比較的小さかったため，外的妥当性に影響を
及ぼす可能性がある。第四に，テレワークの頻度
は自己申告に基づいており，その正確性と妥当性
は確認されていない。第五に，サンプルサイズが
小さく，特にテレワークを行わないグループの対
象者数が少なかった（n = 12）。これにより，群間
比較における統計的検出力が低下し，結果の一般
化可能性には制限がある。更に，調整後の椅子立
ち上がり回数に有意な傾向が認められた（P for 

trend = 0.048）が，0.05の閾値に極めて近い値で
あったため，その解釈には注意が必要である。第
六に，カイ二乗検定や一元配置分散分析は一般的
に用いられているものの，これらの方法は，特に
各群のサンプルサイズが不均衡または小さい研究
において，わずかな群間差を検出する感度が限ら
れている可能性がある。第七に，身体症状は
SSS-8を用いて評価されたが，これは検証済みの
自己報告ツールではあるものの，主観的な回答に
依存しており，臨床診断情報は提供しない。症状
の重症度の解釈における文化的背景または状況の
違いも，その適用性に影響を与える可能性がある。
テレワークが労働者の身体組成，身体機能，およ
び身体症状に及ぼす長期的な影響をよりよく理解
するためには，より大規模で多様なサンプルを用
いた更なる縦断研究が必要である。

結　論

　本研究では，テレワーク頻度が高い者は，椅子
からの立ち上がり回数が少なく身体機能が有意に
低い傾向があること，ならびに身体症状の割合の
高いことが示された。一方，骨格筋量や体脂肪率
といった身体組成指標については，群間で有意な
差は認められなかった。
　本研究の結果は，職場における健康管理戦略や
在宅勤務環境の最適化において重要な示唆を与え
るものと考えられる。テレワークが新たな標準的
な働き方として推進されるなかで，これらの知見
は，持続可能で健康に配慮した介入を実現するた
めの貴重な基盤となる。
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